






































































選挙前調査 受講者数 出席者数 回答者数 氏名記入有
水曜日2限科目A 186 150 107 65
金曜日1限科目B 262 197 95 69
金曜日2限科目C 166 不明 69 60
合　計 614 不明 271 194
表2　選挙後アンケート対象者数
選挙後調査 受講者数 出席者数 回答者数 氏名記入有
水曜日2限科目A 186 148 107 71
金曜日1限科目B 262 206 58 29
金曜日2限科目C 166 不明 78 63


























































改選議席数 読売新聞 朝日新聞 毎日新聞 日本経済新聞 産経新聞
日付 一 一 2010／6／26010／6／26010／6／26010／6／27
民主党 54 一 54 49～59 59 51
自民党 38 一 41 39～48 45 47
公明党 1！ 一 8 7～10 8．5 8
共産党 4 一 4 3 3 2
国民新党 3 一 1 0～1 0 0
新党改革 5 一 1 0～1 0 0
社民党 3 一 1 1～2 1．5 2
たちあがれ日本 1 一 1 0～1 0．5 1
みんなの党 0 一 9 8～13 10 10
幸福実現党 0 一 0 0 一 0
諸派 0 』 0 0 一 0



















改選議席数 読売新聞 朝日新聞 毎日新聞 日本経済新聞 産経新聞
日付 一 2010／7／92010／7／9 一 2010／7／9 一
民主党 54 47 49（一5）＊ 一 51（一8） 一
自民党 38 43 44（＋3） 一 47（＋2） 一
公明党 11 9 8（±0） 一 9（＋0．5） 一
共産党 4 3 4（±0） 一 3（±0） 一
国民新党 3 1 1（±0） 一 0（±0） 一
新党改革 5 1 1（±0） 一 0（±0） 一
社民党 3 1 1（±0） 一 1（一〇．5） 一
たちあがれ日本 1 1 1（±0） 一 1（＋0．5） 一
みんなの党 0 9 11（＋2） 一 9（一1） 一
幸福実現党 0 一 0（±0） 一 一 一
諸派 0 一 0（±0） 一 一 一



















































都市名 人数 都市名 人数 都市名 人数
小山市 77 日光市 6 さいたま市 4
宇都宮市 37 上三川町 6 福島市 1
古河市 12 真岡市 5 東京都 1
足利市 9 佐野市 5 その他の市 41
下野市 8 結城市 5 その他の町 16
栃木市 7 鹿沼市 5 不明 4
























































































































































都市名 人数 都市名 人数 都市名 人数
小山市 75 鹿沼市 6 福島市 1
宇都宮市 31 栃木市 6 その他の市 32
古河市 17 真岡市 5 その他の町 13
下野市 7 佐野市 5 不明 2
那須鳥山市 7 結城市 5 無回答 2
足利市 7 上三川町 5




































































































































































































































































民主党 8 5 13
自民党 2 14 4 323
公明党 1 1 2
共産党 1 3 4




支持政党なし 4 1 140 46

















民主党 5 1 1 1 8
自民党 3 1 2 6
共産党 1 1
みんなの党 2 2 4
投票せず 3 1 8892




































投票せず 2 2 8892
無回答 1 1 1 3
計 7 5 1 1 1 1 6 89111
選挙後
選挙前
羅民主党
灘自民党
懸共産党
璽みんなの党
醗国民新党
灘たちあがれ日本
灘新党改革
馨葦その他の政党
難未定
　　　　　0％　　　　20％　　　　40％　　　　60％　　　　80％　　　　100％
図27　アンケート対象者の氏名記入者の選挙前と選挙後の投票政党の変化（比例区）
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　比例区では、選挙前と選挙後で民主党が支持者を減らし、みんなの党が
支持者を増やした。自民党の支持者の数は変わらなかったが、やはり選挙
区と同じように実際に投票に行った人が少なかったために支持率としては
上がっている。民主党支持だった人や自民党支持だった人の中に実際には
投票しなかった人が多く、選挙前未定だった人が、みんなの党支持や自民
党支持に回っている。選挙区、比例区ともに選挙前未定だった人は全員選
挙に行っていることが分かり、やはり浮動票というものは確実にあるとい
うことが分かった。
6－2．RDD法とその改善への提言
　ここで、RDD法について考える。RDD法には、佐藤、棋（2008）など
から、固定電話の保有世帯減少や若年層への調査対象者の低下などが問題
視されている［3］。2006年2月～2007年6月のNTT稼働局番フレームによ
るRDD調査での各年代の調査回答者数の割合と実際の年代別の人口比［4］
を比較すると次の図のようになっている。
　　　　　　　麹調査対象者数　購有権者数
　　　18qま9％18％　19％19％18隊。　19％
17％　　　　　　　　16％　　　　　　　　　　　　　　　　　15％　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　14％
　　　6％
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図28　NTT稼働局番によるRDD調査（2006年2月～2007年6月）での
　　　各年代の調査対象者数の割合と2006年～2007年の年代別有権者数
　　　の割合との比較
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　この図からみて分かるように、20代の有権者の比率が他の年代と比べ
ても決して少なくないにもかかわらず、現在のRDD調査では20代の調査
対象者数の割合がかなり低くなっている。これは、携帯電話の普及によ
り、20代の固定電話保有率が低下していることが影響していると考えら
れる［5］。
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95％ 94％ 94％
89％
30代　　　40代　　　50代　　　60代　　70歳以上　　全体
　図29　各年代層での固定電話所持率
　この20代の固定電話所持率が低い状態では偏りない調査が行われてい
るとは言えない。その他、調査を行っている時間帯や曜日などから若年層
が調査を受ける可能性がますます低くなっていると考えられる。また、回
答率が6割程度であり、個人情報保護法の2005年の施行後回答率の低下
が行動計量学会等で問題視されており、サンプルの数が1000人前後では
少なすぎるとも考えられる。
　このような状況に対して、携帯電話での調査や、インターネットでの調
査など様々な改善案が提案されている。
　近年の携帯電話の急速な普及によって、固定電話を持たず、携帯電話だ
けを使う携帯電話限定層が出現しており、RDD調査の調査範囲の低下に
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っながる可能性が懸念されている16］［7］。2009年の調査によると、6％が携
帯電話限定層で、固定電話と携帯電話の両方を持つ人が最も多く76％、固
定電話を持っているが携帯電話を持っていないという人は17％だった。
これだけを見ると、携帯電話限定層は少なく感じられるが、年代別に携帯
電話限定層を見てみると、20代は18％、30代12％、40代5％、50代3％、
60代2％、70代1％と年代が低いほど高くなっている［71。
18％
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　　　　　5％盈L自藍厳．
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図30　年代別携帯電言舌限定層の割合
　この他、携帯電話と固定電話の両方を持っている人たちの中で、ほぼ携
帯電話しか使っていないという人や家に固定電話があっても使っているの
は家族で本人は全く使っていないという隠れ携帯電話限定層という人々も
いると考えられる。このような理由から、固定電話でのRDD調査の限界
が議論されている中で、登場してくるのが携帯電話RDD調査への期待や
可能性である。しかし、この調査にはいくつかの課題がある。まず1つに
は、携帯電話RDD調査は、固定電話の調査範囲という問題を、一気に解
決できる存在でないことがある。総務省による携帯電話の年代別利用率に
よると、20代～40代は90％を超えているが、50代は87．2％、60代後半は
69．7％、70代は40．2％、80歳以上は16．8％と年代別の利用率の格差が大き
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いことがある。
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　　　　　　　図31　携帯電話の年代別利用率
　2つ目は、携帯電話の電話番号体系から地域が想定できないため、地域
別のサンプリングが不可能であること。3つ目は、携帯電話は架電先の相
手の状況が分からないため、迷惑電話になる確率が家にある固定電話より
も高くなる。4つ目は、通話品質が電波状況に影響されるため、調査途中
に切電、音声不鮮明などが発生する。5つ目には、携帯電話には未成年者
が抽出されるため、固定電話よりも対象者のスクリーニング効率が悪化し
コスト増の要因となる。携帯電話による調査にはこのような問題点が指摘
されている［6］。
　次に、インターネットによる世論調査についてであるが、現代、社会
不安が増大しており、調査対象者が調査員との接触を望まなくなってい
る中で、インターネット調査を検討する必要があるのではないかと考え
られる。しかし、インターネット調査にも問題があり、現在広く行われて
いるインターネット調査の対象者は、調査者側からの呼びかけに呼応した
一部のインターネットユーザーであり、それには、サンプルの代表性はな
い［8］。よって、膨大な対象者から母集団を反映した標本構成を得たとして
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も、それはインターネット上におけるサンプルなので代表性はなく、正確
な調査であるとはいえない。インターネットの利用者と非利用者には、そ
の属性も違い、質問によって回答の差異のあり方にも違いがあるからであ
る。
　海外に目を向けると、アメリカでのRDD調査はどのようになっている
かというと、日本の調査とは様々な違いがある。
　日本が、週末に調査を行っているのに対し、アメリカでは、全ての曜日
で調査を行っている。質問数もアメリカが多く、調査期間も一カ月に渡っ
て調査を行っている。日本では、RDD法の利用がマスコミ等の世論調査
が中心であるため、短期間で終了するが、アメリカでは、数ヶ月間実施す
ることを想定したRDD調査デザインも珍しくない［9］。
表14　米国調査と日本電話調査の相違点
比較項目 米国市民社会調査 日本電話調査
世帯抽出 層別抽出、ListAssistedRDD下4桁乱数発生、稼働局番フレーム
世帯内抽出 LastBirthdayMethod年齢順位法
質問数 50問（枝問含む） 18問
調査の曜日 すべての曜日 土日1回、金1回
コールデザイン 13call　design 5call　design
謝礼の利用 終了後、10ドル なし
オペレーター 76人 39人
調査期間 1か月（結果） 5日間（予定通り）
　このようなことから提案できるのは、若年層が、携帯電話の所有率が高
く、高齢層が、固定電話の所有率が高い、ということであれば、固定電話
と携帯電話のRDD調査を組み合わせて年齢層有権者人口の比率を考えて
調査を行うべきなのではないかということである。このようにすれば、年
齢層による偏りがなく調査を行うことができるのではないかと考えられ
る。この調査の場合、毎年若年層と高齢者層との比率が変わってくること
は確実であり、また年々携帯電話所有率が上昇し固定電話所有率が低下す
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ると考えられるため現状把握に則した調査をしなければならない。また、
携帯電話では地域別の調査を行うことができないためそれを補うために街
頭調査を行うことも必要である。その他にも、携帯電話と固定電話両方で
調査を行うことによりサンプルの数も増やすことができるのではないかと
考えられる。そして、すべての曜日や昼休みの時間帯などの時間に調査を
行うことによって時間帯による年代別で偏ることを防ぐことができると考
えられる。また、携帯電話の調査では、回答率が低くなるのではという指
摘に対しては、回答者側が何か得をする、あるいは何かが当たる、アメリ
カのように謝礼金がもらえる、などというような答える理由、っまりイン
センティブが必要である。例えば、調査対象者側に共通の価値のあるも
の、電話会社とタイアップするなどして電話代が安くなることなどが考え
られる。より正確な世論・情勢調査を行い間違った情報や偏りのある情報
などで世論が動くことのないように、筆者らは以上のような提案をした
いo
表15　改善案（RDDexpandedto　FKFO）
対象電話 携帯電話と固定電話双方
質問数 20問を上限とする
調査の曜日 すべての曜日
調査時間 昼休み　12：30～13：00　⊥佼　　　　18　：00～20　：00
コールの回数 7回を上限とする
インセンティブ 電話代の割引
調査期間
2週問、週の前半と後半ないし
時系列別に表示し選挙直前の
土曜日と1週閲前の土日に公
表する
7．まとめ
　筆者らは、今回、2010年7月11日に参議院選挙が行われるにあたり、
その直前と直後に、白鴎大学の学生に対して、アンケート調査を行った。
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各新聞社の事前調査結果では第1党が民主党となっていたが、実際の選挙
結果では第1党が自民党であり白鴎大学でのアンケート調査と一致してい
た。また、直後のアンケート調査結果から、民主党大敗、自民党復調、み
んなの党躍進という選挙結果となった原因は、民主党政権への不満やみん
なの党の主張への期待感などであったと推定される。また、電話での世論
調査を受けたことがあるかという調査で、受けたことがあると回答したの
が264人中14人で、今回の参院選に関しては、239人中2人しかおらず若
者が調査対象外とされているといえる。その上、その世論調査に協力した
人は、半分もいなかった。この事実は、若者が世論調査の対象外になりや
すいことを示している。若者への調査を補う方法の一っとして、電話調査
では対象外になることの多いその地域にいる大学生に調査を行うことは、
一つの効果的手法であると考えられる。RDD法は固定電話を対象として
調査を行っているため携帯電話しか持っていない人は調査対象から除外さ
れることになる。また調査を行っている時間帯なども考えてみると電話
調査の対象となる層は限定されると考えられる。RDD法では特に20代の
人々や、残業や夜間の労働をしている人々の調査が抜けることは正しい予
測を行うことに対して悪影響を与えているということも考えられる。その
結果、正確さに欠ける世論調査や情勢調査で世論や政治が動いてしまうと
いうことも十分に考えられこれは決して良いことではない。本論文では、
RDD法の限界を感じた筆者らはより対象人数を増やしより正確な予測が
できるようRDD法の拡張法RDD　expanded　to　FKFOを提言した。今回の
白鴎大学への学生への調査結果より、学生への調査が重要な情報源の一っ
であると考えられる。政治や選挙というものは、何十年もの未来の事に影
響してくることであると考えられるため、そのころに50、60代となって
いる若者たちの意見が反映されていなければならない。政治や選挙という
ものは、何十年もの未来の事に影響してくる事であると考えられるため、
そのころに50、60代となっている若者たちの意見が反映されていなけれ
ばならない。本稿の研究対象の参議院選挙は、当然国政選挙であるため、
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母集団は日本全国の有権者である。そのため標本としては広く全国的な範
囲から選択し、無作為標本としなければならない。しかしながら、コスト
と時問の制約から限界があり、統計学的には十分であるとは言えず、標本
の無作為性等に問題があることが考えられる。しかし、本調査結果と国政
選挙の結果が近いという事実から、この調査結果を無視するわけにはいか
ない。今後の選挙は国政、地方にかかわらず、若年層の意見を多く反映さ
れるような調査方法の必要性があることを示していると考えられる。これ
からも、今回のようなあるいはより改善したアンケート調査を行っていき
世論が一体どのようなことで影響を受け変化していきどのような方法を採
用すれば、より正確な世論調査ができるのかということについて検討した
いと考えている。
参考文献
・朝日新聞
・毎日新聞
・読売新聞
・産経新聞
・日本経済新聞
2010年
2010年
2010年
2010年
2010年
6月26日付
7月13日付
6月27日付
7月9日付
6月27日付
6月26日付
7月9日イ寸　7月12日イ寸
7月5日イ寸　7月12日イ寸
7月6日付
7月9日付
アンケート調査 参院選前
参院選後
264人分
239人分
［1］　崔田　知久
［2］松田　映二
　読売新聞社の選挙情勢調査　行動計量学　第29巻
第1号62－692002年5月2日
　朝日新聞社のRDD調査にっいて　行動計量学
第29巻第1号　81－892002年7月1日
一70一
新聞各社の選挙直前の情勢調査と大学生を対象とした選挙直前・直後のアンケート調査に関する考察
　［3］佐藤　　寧　　RDDサンプリングにおけるフレーム比較行動計
　　　　　　　　　量学　第35巻第2号　棋　純子　131－147　2008年
　　　　　　　　　8月7日
　［4］　総務省統計局　「人口推計年報」「国勢調査」による人口を基礎とし
　　　統計調査部　た推計人口（平成20年10月1日現在）
　　　国勢統計課
　［5］　松田　映二　　電話調査の環境変化と手法遷移
　　　　　　　　　　日本行動計量学会第38回大会　抄録集　162－163
　　　　　　　　　2010年9月24日
　［6］　中川　純一　　電話調査の実査管理の特徴と可能性　日本行動計量
　　　　　　　　　学会第38回大会　抄録集　74－75　2010年9月23日
　［7］福田　昌史　　携帯電話限定層が電話調査に及ぼす影響について
　　　　　　　　　　日本行動計量学会第38回大会　抄録集　76－77
　　　　　　　　　2010年9月23日
　［8］氏家豊インターネットによる世論調査の可能性日本行
　　　　　　　　　動計量学会第38回大会
　　　久野　雅樹　　抄録集　114－115　2010年9月23日
　［9］　松本　　渉　　アメリカのRDD調査の現状と課題一研究調査事
　　　　　　　　　例から一
　　　　　　　　　　日本行動計量学会第38回大会　抄録集　166－169
　　　　　　　　　2010年9月24日
　［10］石原　公英　　インターネット調査における調査票設計
　　　多田　良子　　日本行動計量学会第38回大会　抄録集　117－118
　　　　　　　　　2010年9月23日
　［11］長江　一平　　毎日新聞の第19回参議院選電話調査　行動計量学
　　　　　　　　　第29巻第1号　70－802002年5月17日
［12］松本　正生　　Webモニター調査の課題と特性　一事後的パネル
　　　　　　　　　形成の効用一
　　　　　　　　　　　　　　　一71一
深町直也・上岡丈敏・舩田眞里子・沖津　直
　　　　　　　　　　日本行動計量学会第38回大会　抄録集　116－117
　　　　　　　　　2010年9月23日
　［13］棋　　純子　　RDD調査の精度を高めるために　一調査会社の視
　　　　　　　　　点から一　日本行動計量学会第38回大会　抄録集
　　　　　　　　　164－165　2010年9月24日
　［14］福田　昌史　　毎日新聞出口調査の検証
　　　　　　　　　　日本行動計量学会第38回大会　抄録集　226－227
　　　　　　　　　2010年9月24日
　［15］大栗　正彦　　中日新聞出口調査の検証一調査拒否者が与える影
　　　　　　　　　響一
　　　　　　　　　　日本行動計量学会第38回大会　抄録集　228－231
　　　　　　　　　2010年9月24日
　［16］僧都　儀尚　　北海道新聞出口調査の検証　投開票日・期日前の
　　　　　　　　　データ分析とその活用術
　　　　　　　　　　日本行動計量学会第38回大会　抄録集　232－235
　　　　　　　　　2010年9月24日
（本学大学院経営学研究科修士課程1年）
（本学大学院経営学研究科修士課程1年）
　　　　　　　　　（本学経営学部教授）
　　　　　　　　　（本学経営学部教授）
一72一
